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論文内容要旨
 中国農牧業経済は1998年から政策的転換期を迎えた。中央政府は,世帯生産請負制度の改正を始めと
 した様々な政策に踏み切った。それは,1983年に始められた農村改革から15年間の年月を経過し,食糧
 自給を達成した成果と土壌侵食のような生態環境的問題点があったためである。中央政府が推進してい
 る諸政策は多様で広大な国土の中で,予期し得なかった地域的影響をもたらしている。したがって,多
 様性をもつ各地域の農牧業における諸変化を捉え,そこに内在する問題点を明らかにすることが何より
 重要である。本研究は,内陸の乾燥地域に位置する内モンゴル自治区を取り上げ,同自治区における農
 業および牧畜業地域を事例に,1998年以降の諸政策による変化に着目し,土地(草地)利用および農牧業の
 経営における変容とそこに内包する問題点を明らかにすることを目的とした。それに応えるために,中
 部地域の三つの旗(県)を事例地域として選定し,4年間にわたって実施した実態調査を基に分析を行った。
 実態分析に先立って,中華人民共和国建国以降の農牧業政策の変遷と農牧業の実態を省(自治区・市)レ
 ベルの公表データに基づいて検討し,内陸地域と沿岸部といった農牧業における地域的格差を指摘した。
 次いで,内モンゴル自治区における農牧業の実態を旗(県)レベルの統計データに基づいて検討し,農地面
 積の拡大と家畜飼育頭数の増加を継続的に推進してきた結果,農地開発が傾斜地にまで拡大されると同
 時に,草地も過剰利用に至り,生態的環境問題を招いたことを示唆するとともに,農牧業における近年
 の動向を概観した。
 .一ヒ記した諸点を踏まえて,内モンゴル自治区中部における農牧業地域から3つの県(旗)を取り上げ,そ
 の実態を分析した。その結果,下記の諸点が明らかになった。
 !)牧畜業地域に実施された草地分割利用制度の導入により,平地の優良草地が個人へ配分され,それ
 らの草地が個人投資により鉄柵で囲まれ個人的管理が行われる一方,植生の脆弱な丘陵地は共用地とし
 て残され,さらにその管理システムが欠落していたため,共用地利用は無秩序状態に陥った。さらに,
 世帯員数に基づく草地配分が結果として牧民間の所有草地面積に格差をもたらし,世帯間に経済格差と
 経営意識の差を生み,共同意識よりも競争意識を強くした。さらに,所得向一ヒ意識の高まりにより,草
 地貸借関係も生まれ,牧戸問に経営草地面積における格差が拡大すると同時に,飼育家畜頭数の格差も
 広がった。また,カシミヤ産業の発展を背景にしたヤギの飼育頭数が急増し,従来から指摘されてきた
 家畜構成の変化による草地への負担が増大した。また,禁牧政策の影響を受けた近隣農村地域からの家
 畜委託による飼育家畜の増加も見られた。これらの結果,単位面積当たりの飼育家畜頭数が増加し,草
 地全体への負荷が一段と増大し,過放牧状態がさらに進むようになった。特に,草の成長期に私用地よ
 りまず共用地を優先的に利用することが,共用地における放牧圧力を強める結果となった。このような
 傾向が共用地の劣化を招き,共用地への依存が困難になるにつれて,今後私用地の利用圧力は高まらざ
 るを得なくなると予想される。すなわち,共用地から先に草地劣化が始まり,それが最終的に私用地を
 含めた地域全体の草地に広がっていく仕組みが形成されつつあることが明らかになった。
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} 2)農業地域に関しては,農地の使用権を長期的に譲渡する新しい世帯生産請負制度はすべての農業地
 域において普遍的に実施されているものの,退耕還林還草および禁牧政策は地域を選択して実施されて
 いる。そのため該当政策の実施地域と非実施地域の間に大きな差異をもたらしている。山岳地の集落で
 は農地の長期間使用権を譲渡することを特徴とした新しい肚帯生産請負制度に加え,「退耕還林還草」と
 「禁牧」政策の影響を強く受けている。世帯員数の多寡による所有農地面積の格差は,その後の人口流動
 により一層広がり,特に「退耕還林還草」政策の実施により,さらに拡大する結果となった。その格差
 が農家の生産・生活活動を大きく規定し,所有農地の狭い一部の農家は貧困状態に陥った。また,縮小
 された農地経営においても従来の自給的多種作物栽培による輪作から換金性の高い単一作物栽培に移行
 し,さらに化学肥料および農薬などの多投下による地力低下を招く傾向にある。他方,農地を喪失した
 一部の農民と過剰労働力といえる一部の農民の村外への一一時的移動が加速された。地域政策の不均衡な
 進展が農村地域内部における格差を生み出し,農村住民における貧富の格差を拡大させる動きは,新た
 な問題点として現れ始めた。一方,退耕還林還草政策の非指定地においても,まず1998年以降の新しい
 世帯生産請負制度により農地使用権が各農家に譲渡されたことにより農地の貸借関係が生まれると同時
 に,若い世帯員が村外に出稼ぎにいく傾向が一段と高まった。また,換金性の高い作物栽培への特化も
 進み,従来からの輪作体系が弱まってきた。さらに,化学肥料の多投下が土壌の劣化を招く悪循環に陥
 ろうとしている。さらに,大型家畜の導入に伴う借金および飼育技術の欠落といった不安定な要因も認
 められる。そのほかに,村落内外の親族ネットワークと商業的農業の展開との関係も注目される。農民
 の営農意欲が高まる一方で,一人子政策以前の膨大な農村人口が親族ネットワークを形成しているが,
 それが資金調達において有効に機能している。村内の親族グループは農地の使用権の利用調整を行い,
 村内において経営規模格差が促進されることを防いでいる。村外の親族ネットワークは,農業経営にお
 ける新規投資の自己資金調達供給源として機能を果たしている。1998年以降の新しい農牧業政策に伴っ
 て農民の経営意欲が向上したことは評価できるが,特定作物への特化および大型家畜の導入を招き,環
 境負荷を増大させることが明らかになった。
 3)さらに,ゴビ地帯に隣接した四子王旗における農業地域と牧畜業地域の調査を基に,限界地の農牧
 業の変化とそこに内在する問題点を検討した。農業的自然条件からみて限界地であると位置づけられる
 農業地域において貧困状態が長年続き,とくに,近年の諸政策的転換により,若い匿代を中心に起こっ
 ている離村傾向が著しくなり,農業経営の後継者の喪失が懸念される。現在,各世帯問に所有農地の一
 定の格差は認められるが,一部に親族ネットワークを利用してこの事態に対処し,より多くの家畜の飼
 育によって収益を増大させる動きがある。また,農業収入の少ない世帯では世帯員の出稼ぎおよび農外
 就業によって所得を補う構図になっている。ほとんどの農家は,自給自足的に生活する範囲においては
 それなりの所得を得ているが,都市へのアクセス手段を利用して一層の高付加価値化,高収益化をはか
 る動きと,親族ネットワークを利用して家畜飼育を委託する動きが一一部でみられ,今後農牧業経営の規
 模格差の拡大が懸念される。作物栽培においても馬鈴薯を中心に連作する傾向は他地域と変わらず増大す
 る傾向にある。その生産量は化学肥料の多投に依頼している。他方,北部牧畜業地域では草地分割および
 禁牧政策といった政策的要因と,観光地化のような地域的経済発展方針が複合的に作用するなかで,さ
 らに主要道路への近接性および親戚ネットワークの存在,資金確保のルートの有無などに規定されなが
 らも,牧民達は地域の資源を多様に利用していく対応をとっている。しかしながら,政府当局が意図す
 るような環境負荷に関する軽減が図られているかどうかは疑問である。具体的には,草地利用に関する
 規制は確立しているものの,環境に対する負荷の主因である家畜頭数に関する規制が存在しないため,
 禁牧に対する補助金が単に飼料購入に回る結果を生んでいる。さらに,家畜を禁牧地域から非禁牧地域
 へ移動させる動きも現れた。また,一一部でみられる大型家畜への転換についても,それが大きく展開す
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 ることになれば糞尿処理の問題や,大量に生産されることになる乳製品の販売ルートに関する問題の発
 生も懸念される。禁牧に対する補助金も時限付の制度であり,環境負荷の軽減に対してより実効性を求
 めるためには,そうした地域で生活を営む牧民の多様性を考慮した対策が求められる。
 以上のように,内モンゴル自治区における農牧業経営の実態を,中国農牧業新時代の象徴として推進
 されている諸政策の展開に注目し,各地域の自然・社会的諸条件および農牧民の草地および農地利用の
 側面からその成果と問題点の解明を試みた。しかし,内モンゴル自治区の面積は広く,各地域の自然生
 態的かつ社会経済的条件が多様多種であるため農業および牧畜業の地域差も大きい。したがって,本研
 究が対象にした三つの調査地域と異なった展開をみせる地域も存在することが十分考えられる。したが
 って,本研究によって明らかになった諸,白二が…・一般性を有するかどうかについては,内モンゴル自治区の
 東部と西部地域においても実証研究を実施し,地域間比較を通してその普遍性および地域性を明らかに
 する必要がある。さらに,本研究の課題と密接に関わる「生態移民」政策の実態と,農村地域での乳牛
 飼育事業と都市部に立地する乳製品加工企業の関係など,農牧地域と都市部の関係を視野に入れたさら
 なる詳細な実証研究が必要である。
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オ 論文審査の結果の要旨
 蘇徳斯琴提出の論文は,中国・内モンゴル自治区において1998年以降実施された新たな農牧業政策の
 展開を地域の農牧業生産の環境条件と農牧家世帯の対応行動に関する実態調査に基づいて検討したもの
 である。中国では1978年の改革開放政策に従って,1983年に農業生産様式が従来の人民公社による集団
 生産から農業経営を個別農家に委ねる世帯生産請負制度へと大きく変化した。さらに1998年に生産請負
 制度による農地の使用権を15年から30年へと長期化するとともに,農牧業の持続的発展を担保する環境
 保全を意図した新たな農牧業政策を施行した。その中で,内モンゴル自治区においても,①草地分割利
 用制度の導入,②退耕還林還草政策,③禁牧政策の実施をみた。
 しかし,上記の諸政策が地域の条件によって政策意図に反した結果を招くことが地域の農牧業の再生
 産システムの検討から明らかにされた.例えば,草地分割利用制度は従来共同利用とされてきた草地を
 個別農牧家世帯に分割し,草地の管理と家畜生産の増大を図る制度である。しかし,内モンゴル自治区
 中部に位置するショロンチャガン旗を事例にして調査した結果,飼養家畜の増加に伴って生じた牧草の
 不足を丘陵地に設けられた共用地の利用によって賄うために,共用地ではすでに草地の劣化が認められ,
 当地の牧畜業の持続的再生産が危惧される状態にある。退耕還林遺草政策および禁牧政策はともに環境
 保全を意図した政策であり,その成果が認められる・・一方,農外就業機会のない地域では農牧家の対応は
 むしろ集約的な農牧業生産による所得向上に向かう結果,環境への負荷を増大させる側面さえある。本
 論文はこうした事象を調査地域における個別農牧家の農牧業経営および生計に関する調査データに基づ
 いて説明した.ヒで,地域の環境条件および社会経済的特性を踏まえた政策展開の必要性を指摘している。
 以上の通り,蘇徳斯琴提出の論文は内モンゴル自治区における近年の農牧業政策の検討を通して,地
 域の多様性に対する認識の重要性を具体的に提示したことは高く評価できる、,このことは著者が自.立し
 て研究活動を行うに必要な高度な研究能力と学識を有することを示している。したがって,蘇徳斯琴提
 出の論文は,博士(理学)の学位論文として合格と認める。
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